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抄録 
 

 近年、健康運動指導士が地域で様々な組織と連携し、運動しやすい環境作りにも貢献

することが期待されている。しかし、どのような取り組みが地域全体での身体活動・運

動の促進に資するかは十分明らかになっていない。そこで本研究では、健康運動指導士

が地域で果たす新たな役割を示す上で、実際に地域で連携して運動普及に取り組んでい

る健康運動指導士の活動の実態とその効果を量的・質的に明らかにすることを目的とし

た。量的研究では、島根県雲南市で 2016年から実施されている 6年間の全市的な運動
普及（多面的地域介入）の効果を単群の前後比較で評価した（クラスターRCT の拡大
普及試験、分析対象：3,718人［40-79歳］）。質的研究では、雲南市及び長野県東御市
において多職種連携による運動普及に携わってきた健康運動指導士と、その協働先の行

政職員や地域住民を対象として半構造化インタビューを実施した。解析の結果、雲南市

では 6年間で運動実施者の割合は 9.2%pt（95%信頼区間: 6.8, 11.6）増加し、特に筋力
トレーニングの増加が顕著であった。ロコモ判定に基づく身体機能の違いで、行動変容

に格差は見られなかった。質的調査では、多職種連携による運動普及を行う上で重要な

プロセスとして「仲間づくり」「地域住民を理解する」「事業評価」が抽出された。これ

らの成果をもとに「身体活動普及ガイド」を作成し、実務家等を対象としたシンポジウ

ムを開催し、普及活動の要点等を議論・共有した。 
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１．はじめに 

 
 身体活動・運動は健康の維持増進に重

要である（World Health Organization, 2020）。

2000年に始まり、現在では第三次が推進
されている健康日本 21においても、歩数
の増加や運動習慣者の増加が目標として

掲げられてきた。しかし、2023（令和 5）
年の国民健康・栄養調査において運動習

慣のある者は男性で32.1%、女性で24.6%
と多くはなく、近年大きな改善が見られ

ていない（厚生労働省，2024）。国民の健
康の維持増進のため、ポピュレーション

レベル（地域全体）での身体活動・運動の

普及が求められる。 
健康運動指導士は、対象者の心身の状

態に応じた安全で効果的な運動の実践指

導を通じて健康づくりに寄与してきたが、

国民全体における身体活動・運動不足の

課題が残る今日において、地域全体での

行動の普及に果たす役割にも期待が高ま

っている。健康運動指導士の更新必修講

座に、令和 5 年度より「運動指導におけ
る社会的つながりの重要性」が追加され

たことは、従来の運動指導に加えて、健康

運動指導士が地域で様々な組織と連携し、

運動しやすい環境作りに貢献することへ

の期待の表れである。しかし、具体的にど

ういった取り組みが地域連携を生み、地

域全体での運動普及に資するかは十分明

らかになっていない。 
そこで本研究では、健康運動指導士が

地域で果たす新たな役割を示す上で、実

際に地域で連携して運動普及に取り組ん

でいる健康運動指導士の活動の実態とそ

の効果を量的・質的に明らかにすること

を目的とした。また、得られた知見をもと

に活動ガイドの作成や健康運動指導士・

自治体担当者等を対象としたセミナーの

開催などを行い、具体的な波及効果を生

み出すために、知見のさらなる社会実装

を目指した。 
 

２．方法 

 

２２．．１１．．対対象象、、実実施施場場所所  
本研究の調査対象地は、島根県雲南市

（人口 35,113人,令和 5年 11月末）及び
長野県東御市（人口 29,267人, 令和 5年
12月 1日）である。量的研究の対象者は、
雲南市で 2016 年から実施している継続
調査の対象者 3,718人（40-79歳）、質的
研究の対象者は、両市で活動している健

康運動指導士計 7 名及び連携先となる地
域住民や行政職員であった。両市は、いず

れも地方自治体と外郭団体に所属する健

康運動指導士が地域全体の運動普及に計

画策定段階から主導的に取り組んでいる。

雲南市は世界で初めて地域ランダム化デ

ザインで運動実施率を高めることに成功

し（Kamada et al., 2018）、米国政府の身体

活動ガイドライン策定等でモデルとして

紹介されている。東御市においても長年

のスポーツ普及に関するハード・ソフト

事業が国に認められている（例：「スポー

ツ・健康まちづくり優良自治体表彰（スポ

まち！長官表彰 2023）」受賞）。両市の健
康運動指導士は、住民への運動指導に加

えて、地域住民を含む多様な組織・分野と

協働し、地域全体での運動促進のコーデ

ィネーターとして中核的役割を担ってい

る。 
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本研究は身体教育医学研究所うんなん

倫理審査委員会の承認を経て実施した

（承認番号:R6-5-22-1）。量的・質的調査
の対象者には研究趣旨の説明を行い、文

書による同意を得た。 
２２．．２２．．全全市市的的なな運運動動普普及及効効果果のの検検証証（（量量

的的研研究究）） 
雲南市では前述のとおり 2009～2014
年にクラスター・ランダム化比較試験

（cRCT）により、地域全体で住民の運動
実施率を高める多面的地域介入（Multi-

strategic community-wide intervention）の効

果を検証した。2016年からは拡大普及研
究（Scale-up Dissemination Study）として介

入範囲を全市に拡大した運動普及を行っ

ている。事業主体は雲南市であり、市立の

機関で健康福祉部内にあり、健康運動指

導士が 3 名所属する身体教育医学研究所
うんなんが本部として主導した。介入内

容は cRCT 時の戦略を引き継ぎ、情報提
供（例：チラシの配付）、教育機会（例：

運動教室での指導）、サポート環境（例：

住民ボランティアの養成）の 3 つで構成
し、全市という規模を考慮した適応を行

なった（Tsuzuki et al., 2024）。また、より

多くの住民に介入を届けるために、市内

の様々な組織と連携が図られた（市役所

各部門〈保健福祉部門、教育・スポーツ部

門、環境部門、産業振興部門、安全衛生委

員会〉、市立病院、民間企業、NPO、住民
組織、ボランティア団体）。これらの介入

の戦略立案や実施には、健康運動指導士 3
名が中心的な役割を果たした。 
介入評価には、40-79歳の住民を対象と
した質問紙調査のデータを用いた。全市

介入開始前に無作為抽出された住民

7,000人に質問紙を送付し（2016年）、そ
の回答者に対して 2 年後、6 年後と追跡
調査を実施した。サンプルサイズは、

cRCT 時の運動実施率の変化と級内相関
係数（ICC）をもとに算出された（Tsuzuki 

et al., 2024）。主要アウトカムは運動実施

率の 6 年間での変化量である。cRCT の
普及内容や腰痛・膝痛を持つ住民が多い

地域特性などを背景として、次の 3 つの
いずれかを満たす人を、定期的な運動実

施ありと定義した：（1）歩行を週 150 分
以上実施、（2）毎日柔軟運動を実施、（3）
週に 2 日以上筋力トレーニングを実施。
この運動実施の評価には妥当性（歩行時

間のみ）・信頼性検証済みの自記式質問紙

を用いた（Kamada et al., 2013）。共変量と

して、性別、年齢、Body mass index (BMI)、
主観的健康、教育年数、就労状況、農作業

の有無、慢性疾患の既往歴、慢性的な腰痛、

慢性的な膝痛を調査した。また、身体機能

等で行動変容に格差は生じていないかを

検証するために、ロコモ 5 を用いて 6 点
以上をロコモティブシンドローム（ロコ

モ）ありと判定した（Kobayashi et al., 2022）。

主要解析は一般化線形混合効果モデルを

用いたマルチレベル解析とし、データの

欠損には多重代入を行なった。統計的有

意水準は 5％未満とし、解析は全て
SAS9.4で実施した。 
２２．．３３．．健健康康運運動動指指導導士士がが多多職職種種連連携携でで果果

たたすす具具体体的的なな役役割割のの検検証証（（質質的的研研究究）） 
健康運動指導士が地域全体での運動普

及に果たす具体的な役割を明らかにする

ために、半構造化インタビューを実施し

た。対象者は、雲南市において多職種連携

による運動普及に携わってきた健康運動
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指導士と、健康運動指導士と協働経験の

ある、当該資格を持たない人とした。対象

者選定には合目的的サンプリングが行わ

れ、健康運動指導士 7名、行政職員 4名、
住民組織等に所属する地域住民 3 名にイ
ンタビューを実施した。主な調査内容は、

他部門・組織・職種間での連携の実態、そ

のメリット・デメリットや障壁などであ

った。インタビュー及び分析は健康運動

指導士の資格を持たない者 2 名（研究協
力者含）が行い、分析結果はインタビュー

対象者と共有してその妥当性を検討した。 
２２．．４４．．活活動動ガガイイドド作作成成とと普普及及  
上記分析を元に、他地域の健康運動指

導士の活動に役立てるための活動ガイド

を作成した。作成時には、普及事業の枠組

みとして実際に活用したソーシャル・マ

ーケティング（Lee et al., 2023）や世界保

健機関（WHO）の行動計画（World Health 

Organization, 2018）などに基づきつつ、健

康運動指導士が主導して地域全体の運動

普及に成功したエビデンスとそのノウハ

ウ等を収載した。インタビュー対象では

ない、他地域の指導士からの客観的フィ

ードバックも受け、内容に反映させた。 
また、こうしたノウハウ等を全国に広

げる目的で、日本運動疫学会及び慶應義

塾大学 KGRI 慶應スポーツ SDGs セン
ターとの共催で、「多分野の協働で実現す

る身体活動促進シンポジウム2025～スポ
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３．結果 

 
３３．．１１．．全全市市的的なな運運動動普普及及効効果果（（量量的的研研究究））  
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表表 11..  ベベーーススラライインン時時点点のの調調査査回回答答者者のの特特性性（（2016年年））  

変数 全市 

地区 29 

住民人口, n 40372 

40-79歳人口, n 20830 

人口密度, mean (SD), /km2 73.0 

有効回答者（有効回答率） 3718/7000 (53.0%) 

男性 1776 (47.8%) 

年齢, mean (SD), years 62.0 (10.2) 

40-59歳 1370 (36.8%) 

60-79歳 2348 (63.2%) 

Body mass index, mean (SD), kg/m2 22.5 (3.1) 

<18.5 285 (7.8%) 

≧18.5, <25 2683 (73.1%) 

≧25 701 (19.1%) 

主観的健康 とてもよい/まあよい  3130 (86.2%) 

教育年数, mean (SD) 12.0 (2.3) 

勤務あり 2402 (66.1%) 

農作業従事 1880 (51.8%) 

慢性疾患既往 a 2209 (59.4%) 

注記が無い場合は多重代入前の n (%), n/N (%) または mean (SD)。サ

ンプルサイズ（分母）は欠損値のために変数毎に異なる。 
a以下の疾患既往歴：高血圧, 高脂血症, 糖尿病, 高尿酸血症, 脳血管
障害, 心疾患, 腎疾患・泌尿器科疾患, 肝臓病, 胃腸疾患, 内分泌疾
患, がん・悪性腫瘍. 

 
健康運動指導士の姿が明らかになった。

様々な住民組織と協働した健康運動指導

士は「最初は受け入れられないところが

多かった」が、足を運ぶ中で、協働先の住

民自ら体操を重視したいと話があり「何

かが始まりそうな流れが来た」と語った。

行政職員は「自分（行政保健師）が運動の

指導もとか全部やってた時代もあるので」

健康運動指導士を「よく知らなかった」頃

は疎遠だったとした上で、最近は保健関

係者の定例会に健康運動指導士が出席し

ていたり、顔を合わせて話す回数が増え

たりしたことで「みんなの顔が繋がって

るから、頼みやすくなってる」と語った。

2つ目の【地域住民を理解する】では、運
動普及を進めるにあたって、健康運動指

導士がやりたいことをするのではなく、

地域住民が何をしたいのかを起点とし、
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図図 11..  全全市市ににおおけけるる調調整整済済みみ運運動動実実施施率率のの 66年年間間ででのの変変化化（（22001166--22002222年年））  
次の 3 つのいずれかを満たす人を、定期的な運動実施ありと定義した：（1）歩行を週 150
分以上実施、（2）毎日柔軟運動を実施、（3）週に 2日以上筋力トレーニングを実施。歩行、
柔軟運動、筋力トレーニングのいずれかについて、推奨レベルを満たす人の割合（a）と、
種目別の実施率（b）について、調整済み運動実施率の変化を示している。 
運動実施率は、性別、年齢、Body mass index、主観的健康、教育年数、就労状況、農作業
の有無、慢性疾患の既往歴、慢性的な腰痛、慢性的な膝痛、居住地区で調整した。括弧内の
数字及びエラーバーは 95％信頼区間。*p<0.05はベースライン時からの変化を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図図 22．．ロロココモモテティィブブシシンンドドロローームム判判定定有有無無別別ででのの調調整整済済みみ運運動動実実施施率率のの 66年年間間ででのの変変
化化（（22001166--22002222年年））  
ロコモティブシンドロームの判定には、ロコモ 5 を用いた。次の 3 つのいずれかを満たす
人を、定期的な運動実施ありと定義した：（1）歩行を週 150 分以上実施、（2）毎日柔軟運
動を実施、（3）週に 2日以上筋力トレーニングを実施。 
運動実施率は、性別、年齢、Body mass index、主観的健康、教育年数、就労状況、農作業
の有無、慢性疾患の既往歴、慢性的な腰痛、慢性的な膝痛、居住地区で調整した。括弧内の
数字及びエラーバーは 95％信頼区間。*はベースライン時からの変化において p<0.05を示
す。 

変変化化量量差差：0.3%pt [-6.5, 7.3] 
P for heterogeneity = 0.91 
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その実現を目指す中で運動の要素を盛り

込むという考え方が見られた。地域住民

は、健康運動指導士との連携や運動教室

への参加の目的が人との交流や自分の健

康のためだとの話があり、必ずしも運動

そのものではなかった。3つ目の【事業評
価】では、運動普及事業を評価する必要性

が語られた。普及事業の評価として、住民

調査（無作為抽出）によって運動実施率等

を定期的に調査していることで、課題が

明らかになり対策を講じることができる

点、また行政では政策会議に落とし込む

ことが可能である点が言及された。 
また、資格非保有者が持つ健康運動指

導士への認識には【信頼のおける運動指

導者】【地域をよく知っている】が挙げら

れた。1つ目の【信頼のおける運動指導者】
では、健康運動指導士は、行政職員からは

「安全に指導してくださる」「専門職」と

認識され、運動関連のボランティアをし

ている地域住民からも「気軽に相談がで

きる」「頼りにしています」と表された。

2 つ目の【地域をよく知っている】では、
元々は行政職員の健康運動指導士への認

識は、運動指導の委託先という認識のみ

であったところから、共に普及活動に取

り組む中で、「実態を掴んでいる」「一緒に

公衆衛生活動してくださる人」といった

認識に変化したことが示された。 
33．．33．．活活動動ガガイイドド作作成成とと普普及及  
身体活動促進に関する知見やインタビ

ュー調査等の成果をもとに「身体活動普

及ガイド：地域で身体活動・運動を普及で

きる専門家の活躍に向けて」を作成した。

ステップ 1：地域の 3 つの扉を開けよう
（仲間づくり）、ステップ 2：普及事業を

準備・実践しよう、ステップ 3：普及事業
を評価しよう、の3ステップで構成され、
公 開 に 向 け た 作 業 が 進 め ら れ た

（https://doi.org/10.15083/0002010644）。 
また、自治体担当者等を対象としたシ

ンポジウムには 304名（現地 75名、オン
ライン 229 名）の参加があり、参加者の
所属は 大学・研究機関（41.9%） が最多
で、次いで 自治体（25.7%）、企業・団体
（24.0%） であった。専門分野としては 
スポーツ（38.3%）、健康・保健・医療
（33.5%）、地域振興（17.4%） の順で多
かった。事後アンケートでは、95%の参加
者が「満足」と回答し、「具体的な事例や

連携体制について実践的な情報を得られ

た」という声が多く聞かれた。また、多分

野協働の推進アイデア（参加者からの提

案）としては、「相互理解の促進・ステー

クホルダーとの関係構築」や「住民と協働

する取り組みの重要性」「今回のような事

例共有の場を継続開催してほしい」とい

った意見があった。 

 

４．考察 

 

本研究では、地域で連携して運動普及

に取り組む健康運動指導士の活動の実態

とその効果を量的・質的に明らかにする

ことを目的とした。雲南市において健康

運動指導士が主導する多面的地域介入で

は、中高年における運動実施率が全市的

に 6 年後に増加したことが示された。ま
た、健康運動指導士が多職種連携による

運動普及を進める上で重要となるプロセ

スが抽出された。 
全市的な運動普及効果に関する量的研
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究について、運動実施率の増加が確認さ

れたものの、種目別では筋力トレーニン

グのみが有意に増加していた。歩行に関

して有意な変化が見られなかったが、今

回の分析期間中（2016-2022年）には新型
コロナウイルス感染症（COVID-19）のパ
ンデミックが発生していた。また、本研究

の前身となる cRCT では、対照地域にお
いて歩行の減少が見られており（Kamada 

et al., 2018）、これは加齢の影響などが考

えられる。これらを考慮すると、今回、歩

行に変化が見られなかったことは、減少

を食い止められた、という解釈も可能か

もしれない。また、柔軟運動で有意な変化

が見られなかった一方、筋力トレーニン

グが増加した点については、全国的な筋

力トレーニングの人気の高まり（笹川ス

ポーツ財団，2022）に加えて、普及活動
の決定プロセスにおいて、協働した地域

自主組織（住民自治団体）等が筋力トレー

ニングを特に好んで選定して普及を図っ

たことが影響したと考えられる。前身の

cRCTでは、戦略的に普及を図ればどの種
目でも普及できることが示されているた

め（Kamada et al., 2018）、規模を拡大した

状況で多様な運動種目をどのように普及

していくかはさらなる検討が必要である。 
普及活動を進めるにあたり、介入によ

って健康の格差が拡大してしまうこと

（Intervention-generated inequalities）にも

注意を払う必要がある（Lorenc et al., 2013）。

本研究では、ロコモ 5 を用いて身体機能
に基づく身体活動の格差を拡大してしま

わないか検証したが、今回の分析範囲内

では、ロコモ該当／非該当による行動変

容の違いは見られなかった。社会経済的

要因も含めた他の様々な要因に基づく格

差への影響については今後も詳細な検証

が必要ではあるが、今回の普及に当たっ

ては、様々な身体状況の住民が身体活動・

運動を生活に取り入れやすいように健康
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進める上で、重要な要素が明らかになっ
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地域住民と対話を重ねる中で地域住民が
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2023; Kamada et al., 2018）。日々の運動指

導を通じて【信頼のおける運動指導者】と

しての役割を果たしながらも、この地域

住民を理解する取り組みの蓄積によって

【地域をよく知っている】存在だと認識

され、行政職員から地域の情報共有をす

る相手として信頼されたと考えられる。 
また、3点目の【事業評価】の観点につ

いては、開催したシンポジウムやその意

見交換の中においても、行政が大学・研究

機関等の専門家と連携することのメリッ

トとして、適切な評価・分析が進められる

という点が言及されていた。健康運動指

導士が主導的に普及活動を進めていく上

でも、このような事業評価を実施する際

のポイントをまとめた「身体活動普及ガ

イド」は役立てることが出来ると考えら

れる。米国では、「ACSM/NPAS Physical 
Activity in Public Health Specialist®」
という認定制度があるが（鎌田，2016）、
日本では、このような普及・評価を実施

（あるいは助言）出来る専門家が十分に

いるとは言えない。今後、人材育成に向け

た取り組みを継続・発展させていく必要

がある。 
本研究の限界点は、量的研究において、

単群の前後比較という研究デザインや質

問紙を用いた測定に伴う各種バイアス等

がある。ただし、地区別解析における介入

量と運動実施率変化量との量反応関係な

ども観察されており（本報告では紙幅の

都合上、割愛）、これらのバイアスだけで

今回見られた運動実施率増加の全てが説

明できるとは考えにくい。また、質的研究

においては、対象となった協働者が行政

職員と地域住民（ボランティア）のみであ

ったため、より多様な協働相手等への調

査も必要と考えられる。 
 
５．結論 

 
本研究により、健康運動指導士が地域

で他の様々な職種や地域住民と連携して

運動普及に取り組むことで、地域全体で

運動の普及が出来たこと、また、そのプロ

セスとして「仲間づくり」「地域住民を理

解する」「事業評価」が重要であることが

示された。また、これらの成果をもとに

「身体活動普及ガイド」が作成でき、実務

家等を対象としたシンポジウム開催を通

して、普及活動の要点等を議論・共有でき

た。全国的な取り組みの広がりを実現す

るうえでは、まだこれから明らかにし、乗

り越えていくべき壁も多いと考えられる。

本研究で得られた知見やネットワークを

もとに、更なる活動につなげていきたい。 
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